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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第１四半期
累計(会計)期間

第30期
第１四半期
累計(会計)期間

第29期

会計期間
自平成22年２月21日
至平成22年５月20日

自平成23年２月21日
至平成23年５月20日

自平成22年２月21日
至平成23年２月20日

売上高（百万円） 　54,826　 58,971　　 238,902

経常利益（百万円） 　805 1,165　 7,722

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
323 △288 3,536

持分法を適用した場合の投資利益（百万円） － － －

資本金（百万円） 1,667 1,667 1,667

発行済株式総数（株） 26,192,409 26,192,409 26,192,409

純資産額（百万円） 34,037 36,299 37,913

総資産額（百万円） 77,839 80,481 83,774

１株当たり純資産額（円） 1,299.20 1,385.27 1,447.58

１株当たり四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△）（円）
12.38 △11.01 135.23

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益（円）
12.35 － 134.92

１株当たり配当額（円） － － 35.00

自己資本比率（％） 43.6 45.0 45.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,177 △1,594 10,922

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,256 △2,105 △9,339

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
859 1,277 △1,967

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（百万円）
　2,622 2,390　 4,813

従業員数（人） 1,594 1,671 1,605

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　　　　３．第30期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　　　　４．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。　　　　　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

ついても異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年５月20日現在

従業員数（人） 1,671(8,429)

　（注）　従業員数は就業人員（グループ会社への出向者24名を除き、グループ会社からの受入出向者45名を含む。）であ

り、従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数（フレックス社員）の当第１四半期会計期間の平均雇用人員（１

日８時間換算）であります。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

(1）商品部門別売上高

　当第１四半期会計期間の売上高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。

商品部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同四半期比（％）

加工食品 14,494 24.6 108.9

酒類 4,543 7.7 109.7

日配食品 5,358 9.1 104.5

乳製品・冷蔵飲料 4,462 7.6 110.2

冷凍食品 1,589 2.7 110.3

寿司・惣菜・弁当 4,783 8.1 108.0

パン・生菓子 3,468 5.9 106.5

農産品 6,238 10.6 104.8

水産品 4,552 7.7 100.7

畜産品 5,031 8.5 107.3

食品部門計 54,522 92.5 107.1

日用雑貨 2,414 4.1 111.9

化粧・薬品 646 1.1 117.7

スポーツ・園芸・ペット等 623 1.0 119.1

衣料品 662 1.1 113.6

その他非食品 102 0.2 112.3

非食品部門計 4,448 7.5 113.9

合計 58,971 100.0 107.6

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．前事業年度まで農産品に含めて表示しておりましたガーデニング、日用雑貨に含めて表示しておりましたペッ

トフードの売上高の一部を、当第１四半期会計期間よりスポーツ・園芸・ペット等に含めて表示しておりま

す。このため、前年同四半期比較については、前年同四半期の金額を変更後の区分に組替えて行っておりま

す。　

　

(2）地域別売上高の状況

　当第１四半期会計期間の売上高を販売地域別に示すと、次のとおりであります。

地域別

当第１四半期会計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同四半期比（％）

兵庫県 25,937 44.0 103.1

岡山県 5,095 8.6 151.9

広島県 11,584 19.7 105.8

山口県 11,393 19.3 100.6

香川県 2,387 4.0 120.7

愛媛県 1,381 2.4 156.6

徳島県 1,191 2.0 101.7

合計 58,971 100.0 107.6

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）商品部門別仕入高

　当第１四半期会計期間の仕入高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。

商品部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

金額（百万円） 構成比率（％） 前同四半期比（％）

加工食品 11,472 25.5 107.3

酒類 3,930 8.7 108.0

日配食品 3,634 8.1 105.7

乳製品・冷蔵飲料 3,559 7.9 110.8

冷凍食品 1,138 2.6 113.4

寿司・惣菜・弁当 2,935 6.5 108.8

パン・生菓子 2,389 5.3 106.9

農産品 5,210 11.6 105.0

水産品 3,467 7.7 101.3

畜産品 3,618 8.1 109.1

食品部門計 41,357 92.0 107.1

日用雑貨 2,017 4.5 110.7

化粧・薬品 511 1.2 115.9

スポーツ・園芸・ペット等 478 1.1 122.0

衣料品 470 1.0 117.1

その他非食品 94 0.2 116.2

非食品部門計 3,573 8.0 113.8

合計 44,931 100.0 107.6

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．前事業年度まで農産品に含めて表示しておりましたガーデニング、日用雑貨に含めて表示しておりましたペッ

トフードの仕入高の一部を、当第１四半期会計期間よりスポーツ・園芸・ペット等に含めて表示しておりま

す。このため、前年同四半期比較については、前年同四半期の金額を変更後の区分に組替えて行っておりま

す。　

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　　

　

EDINET提出書類

マックスバリュ西日本株式会社(E03130)

四半期報告書

 5/26



３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析　 

　日本の経済は、平成23年に入り、海外経済の高成長に牽引される形で回復の兆しにありました。しかしながら、３

月11日に発生した東日本大震災により、甚大な人的被害と多大な経済的損失が発生し、再び景気の先行きは不透明

感が増大することとなりました。

この震災の影響が生産活動の水準を低下させ、更には生活者の雇用や所得環境に影響を及ぼすという懸念から、

消費マインドは慎重化の傾向にあります。個人消費につきましても、震災後は一時的な需要増が見られたものの、

当第1四半期会計期間を通じては、弱含みで推移しております。

一方、当社の営業エリアである兵庫・中四国地域の景況は、震災による影響が一時的に及んだものの、中国地方

を除いては上向きの兆しが見られ、当社の既存店客数についても回復傾向にあります。

また、スーパーマーケット業界は、長引くデフレ、生活者の低価格志向、厳しい価格競争といった状況が続いてい

るものの、震災後は、先行き不安などから仮需要が発生し、商品の供給が不安定な状態に陥りました。

　当社におきましても、震災直後から一時的に特定商品の品薄状態が続きましたが、原点である「お客さま第一」

に基づき、イオングループが全国に展開する物流網並びに自社独自の調達ルートの活用により、お客さまの生活必

需品の安定的な供給に努めました。同時に、当第１四半期会計期間を通じては、震災後も継続しているお客さまの

低価格志向にお応えすべく、更なる成長と競争に打ち勝つ収益構造の構築を目指して取り組みました。

　成長の要となる出店につきましては、当第１四半期会計期間に４店舗（マックスバリュグランドロックシティ姫

路店、マックスバリュ中島店、ザ・ビッグ丸亀城南店、ザ・ビッグ防府東店）を開店いたしました。この内、マック

スバリュの新業態として開店した「マックスバリュグランドロックシティ姫路店」は、幅広い年齢層に応えられ

る豊富な品揃えと食に関する情報発信に取り組んでおります。また、ザ・ビッグ丸亀城南店及びザ・ビッグ防府東

店は、シェア率の向上を目指して、マックスバリュ店舗からの業態転換を行いました。加えて、課題となっていた既

存店は、４店舗で活性化を実施いたしました。しかしながら、全体に及ぼす効果は低く、既存店売上高は対前年同四

半期比98.7％で推移しております。

　営業及び商品面におきましては、従前からの取り組みである家計応援商品、家計応援スペシャル商品、トップバ

リュ商品等のＥＤＬＰ（エブリデー・ロー・プライス）商品の販売に注力するとともに、利益確保を可能にする

「強い単品」の開発にも積極的に取り組みました。お客さま動向からウォンツを見つけ出し、商品開発から販売に

至るまでのコストを見直すことによって低価格を実現した「強い単品」商品は、すでに16品目にのぼり、売上も順

調に推移しております。

　コスト構造改革につきましては、店内作業を「やめる」「減らす」「やり方を変える」という思考で見直し、仕

組みを変えることで生産性の向上を図りました。具体的には、カートラック納品の拡大や直納伝票の電子化等を実

現したことで、人時売上高及び人時生産性ともに前年同四半期より改善しております。

　これらの取り組みにより、当第１四半期会計期間の業績は、売上高589億71百万円（対前年同四半期比107.6％）、

営業収益604億20百万円（対前年同四半期比107.7％）と増収になりました。営業総利益率は、ザ・ビッグ業態の拡

大等による影響のため対前年同四半期より0.3ポイント低下したものの、新店の寄与により売上高が増加したこと

を受け、営業総利益は151億64百万円（対前年同四半期比106.3％）と増加いたしました。また、生産性向上の取り

組み等により販売費及び一般管理費の売上高比率が23.9％と前年同四半期より0.8ポイント改善した結果、営業利

益10億56百万円（対前年同四半期比151.1％）、経常利益11億65百万円（対前年同四半期比144.6％）の増収増益

となりました。なお、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う影響額として12億46百万円を特別損失として計

上したことにより、四半期純損失2億88百万円（前年同四半期は3億23百万円の四半期純利益）となりました。 　

 

（２）財政状態の分析

（資産）　 

　当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べて32億93百万円減少し、804億81百万円となりました。

主な要因は、会計基準の変更による資産除去費用の計上及び新店等の出店に伴い、有形固定資産が11億37百万円増

加した一方で、流動資産では前事業年度末が金融機関休業日であったために、現金及び預金が24億22百万円及び未

収入金が14億53百万円減少したことによるものです。　

（負債）

　当第１四半期会計期間末の負債は、前事業年度末と比べて16億79百万円減少し、441億81百万円となりました。主

な要因は、資産除去債務に関する会計基準の適用による資産除去債務25億15百万円を計上した一方で、支払手形及

び買掛金が33億11百万円及び設備関係支払手形が11億56百万円減少したことによるものです。
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（純資産）

　当第１四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比べて16億13百万円減少し、362億99百万円となりました。

主な要因は、四半期純損失の計上及び配当金の支払によるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ

て24億22百万円減少し、23億90百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間に営業活動の結果使用した資金は15億94百万円（前年同四半期会計期間は21億77百万円

の使用)となりました。主な要因は、減価償却費12億81百万円及び資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額

12億46百万円の計上、未収入金が14億53百万円減少した一方で、仕入債務が33億11百万円の減少及び法人税等の支

払額24億30百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間に投資活動の結果使用した資金は21億5百万円（前年同四半期会計期間は12億56百万円の

使用）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出20億95百万円によるものです。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第１四半期会計期間に財務活動の結果獲得した資金は12億77百万円（前年同四半期会計期間は8億59百万円の

獲得）となりました。主な要因は、短期借入金が24億円増加した一方で、配当金の支払8億60百万円によるもので

す。 

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　 

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、改修について、重要な変更はあり　

ません。　

②当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完了したもの

は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

所在地 設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月日
増加売場面積
（㎡）

マックスバリュグランド

ロックシティ姫路店
小売業

兵庫県

姫路市　
店舗設備

424

（418）
平成23年２月 2,415

マックスバリュ中島店 小売業
兵庫県

高砂市
店舗設備

448

（473）
平成23年３月 1,417

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．上記の（　）内は当初予定の内容になっております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年５月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,192,409 26,192,409
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株 

計 26,192,409 26,192,409 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権（第１回株式報酬型ストックオプション） 

平成19年５月16日定時株主総会決議及び平成20年４月6日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年５月20日）

新株予約権の数（個） 168

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 　当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　16,800（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月21日

至　平成35年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

　1,021（注）２

　  511（注）３

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時において

も当社の取締役又は監査役の地位にあることを要する。た

だし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、

退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとす

る。

②新株予約権については、その数の全数につき一括して行

使することとし、これを分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはでき

ない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

　（注）１．新株予約権発行後に当社が株式分割、株式併合、合併、会社分割を行う場合等、上記の目的たる株式数の　

調整を必要とする場合には、当該条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的たる株式数を調整するものとして

おります。

　　　　２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり1円）と付与日における新株予約権の公正な評　　　　　　

価単価（１株当たり1,020円）を合算しております。 

　　　　３．資本組入額は、１株当たり帳簿価額と行使価額との合計額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円　　　　　　

未満の端数はこれを切上げるものとする。但し、新株予約権の行使による株式の発行については、自己　株式

を充当する場合には、資本組入れは行わないものとしております。
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第２回新株予約権（第２回株式報酬型ストックオプション） 

平成21年４月５日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年５月20日）

新株予約権の数（個） 203

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 　当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,300（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成21年５月21日

至　平成36年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

　976（注）２

  488（注）３

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時において

も当社の取締役又は監査役の地位にあることを要する。た

だし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、

退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとす

る。

②新株予約権については、その数の全数につき一括して行

使することとし、これを分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはでき

ない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

　（注）１．新株予約権発行後に当社が株式分割、株式併合、合併、会社分割を行う場合等、上記の目的たる株式数の　

調整を必要とする場合には、当該条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的たる株式数を調整するものとして

おります。

　　　　２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり1円）と付与日における新株予約権の公正な評　　　　　　

価単価（１株当たり975円）を合算しております。 

　　　　３．資本組入額は、１株当たり帳簿価額と行使価額との合計額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円　　　　　　

未満の端数はこれを切上げるものとする。但し、新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を

充当する場合には、資本組入れは行わないものとしております。 
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第３回新株予約権（第３回株式報酬型ストックオプション） 

平成22年４月５日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年５月20日）

新株予約権の数（個） 181

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 　当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　18,100（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成22年５月21日

至　平成37年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

　1,115（注）２

  558（注）３

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時において

も当社の取締役又は監査役の地位にあることを要する。た

だし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、

退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとす

る。

②新株予約権については、その数の全数につき一括して行

使することとし、これを分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはでき

ない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

　（注）１．新株予約権発行後に当社が株式分割、株式併合、合併、会社分割を行う場合等、上記の目的たる株式数の　

調整を必要とする場合には、当該条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的たる株式数を調整するものとして

おります。

　　　　２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり1円）と付与日における新株予約権の公正な評　　　　　　

価単価（１株当たり1,114円）を合算しております。 

　　　　３．資本組入額は、１株当たり帳簿価額と行使価額との合計額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円　　　　　　

未満の端数はこれを切上げるものとする。但し、新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を

充当する場合には、資本組入れは行わないものとしております。 
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第４回新株予約権（第４回株式報酬型ストックオプション） 

平成23年４月５日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年５月20日）

新株予約権の数（個） 185

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 　当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　18,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成23年５月21日

至　平成38年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

　894（注）２

  447（注）３

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時において

も当社の取締役又は監査役の地位にあることを要する。た

だし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、

退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとす

る。

②新株予約権については、その数の全数につき一括して行

使することとし、これを分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはでき

ない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

　（注）１．新株予約権発行後に当社が株式分割、株式併合、合併、会社分割を行う場合等、上記の目的たる株式数の　

調整を必要とする場合には、当該条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的たる株式数を調整するものとし

ております。

　　　　２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり1円）と付与日における新株予約権の公正な評　　　　　

　価単価（１株当たり893円）を合算しております。 

　　　　３．資本組入額は、１株当たり帳簿価額と行使価額との合計額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円　　　　　

　未満の端数はこれを切上げるものとする。但し、新株予約権の行使による株式の発行については、自己株

式を充当する場合には、資本組入れは行わないものとしております。 　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年２月21日～

平成23年５月20日 
－ 26,192,409 － 1,667 － 4,641

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんので、

直前の基準日である平成23年２月20日の株主名簿により記載しております。 

①【発行済株式】

 平成23年５月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　 40,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,114,100 261,141 －

単元未満株式 普通株式  　  37,609 － －

発行済株式総数 26,192,409 － －

総株主の議決権 － 261,141 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

 平成23年５月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

マックスバリュ

西日本株式会社

兵庫県姫路市北条口

４丁目４番地
40,700 － 40,700 0.16

計 － 40,700 － 40,700 0.16

　（注） 上記のほか、株主名簿上は自己名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が100株（議決権の数１

個）あります。なお、当該株式数は、上記の「発行済株式」欄の完全議決権株式（その他）に含まれております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

平成23年
４月

平成23年
５月

最高（円） 1,158 1,155 1,138

最低（円） 940 1,081 1,080

　（注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、上記の当該四半期累計期

間における月別最高・最低株価は、毎月１日から月末までのものであります。

　　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成22年２月21日から平成22年５月20日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22

年２月21日から平成22年５月20日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

23年２月21日から平成23年５月20日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年２月21日から平成23年５月20日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年２月21日から平成22

年５月20日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22年２月21日から平成22年５月20日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成23年２月21日から平成23年５月20日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

23年２月21日から平成23年５月20日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

　

EDINET提出書類

マックスバリュ西日本株式会社(E03130)

四半期報告書

15/26



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成23年５月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,390 4,813

売掛金 517 533

商品 6,660 7,001

貯蔵品 55 54

その他 6,463 7,999

流動資産合計 16,086 20,401

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 30,430

※
 29,109

土地 7,446 7,451

その他（純額） ※
 10,022

※
 10,199

有形固定資産合計 47,898 46,761

無形固定資産 813 833

投資その他の資産 15,681 15,777

固定資産合計 64,394 63,372

資産合計 80,481 83,774

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,479 23,791

短期借入金 2,400 －

1年内返済予定の長期借入金 1,024 1,024

未払法人税等 563 2,501

賞与引当金 964 670

役員業績報酬引当金 21 69

設備関係支払手形 1,871 3,027

その他 5,702 5,875

流動負債合計 33,026 36,960

固定負債

長期借入金 2,532 2,788

退職給付引当金 313 285

資産除去債務 2,515 －

その他 5,794 5,826

固定負債合計 11,155 8,900

負債合計 44,181 45,860

純資産の部

株主資本

資本金 1,667 1,667

資本剰余金 4,641 4,641

利益剰余金 28,295 29,498

自己株式 △50 △49

株主資本合計 34,553 35,758

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,672 2,098

評価・換算差額等合計 1,672 2,098

新株予約権 73 57

純資産合計 36,299 37,913

負債純資産合計 80,481 83,774
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年２月21日
　至　平成22年５月20日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年２月21日
　至　平成23年５月20日)

売上高 54,826 58,971

売上原価 41,843 45,255

売上総利益 12,983 13,716

その他の営業収入 1,276 1,448

営業総利益 14,259 15,164

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 584 568

給料及び賞与 5,170 5,311

賞与引当金繰入額 504 964

役員業績報酬引当金繰入額 9 21

退職給付費用 115 128

水道光熱費 900 925

地代家賃 1,669 1,734

減価償却費 1,208 1,279

その他 3,397 3,173

販売費及び一般管理費 13,559 14,107

営業利益 699 1,056

営業外収益

受取利息及び配当金 100 96

その他 35 41

営業外収益合計 136 138

営業外費用

支払利息 23 21

その他 7 7

営業外費用合計 30 29

経常利益 805 1,165

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 2 －

収用補償金 － 5

特別利益合計 2 5

特別損失

固定資産除売却損 50 6

減損損失 125 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,246

その他 17 171

特別損失合計 193 1,424

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 614 △253

法人税等 ※
 290

※
 34

四半期純利益又は四半期純損失（△） 323 △288
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年２月21日
　至　平成22年５月20日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年２月21日
　至　平成23年５月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

614 △253

減価償却費 1,210 1,281

投資有価証券評価損益（△は益） － 123

減損損失 125 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23 27

賞与引当金の増減額（△は減少） 234 293

受取利息及び受取配当金 △100 △96

支払利息 23 21

固定資産除売却損益（△は益） 49 △0

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △33 －

役員業績報酬引当金の増減額(△は減少) △46 △48

売上債権の増減額（△は増加） △10 15

たな卸資産の増減額（△は増加） 112 340

未収入金の増減額（△は増加） 1,456 1,453

仕入債務の増減額（△は減少） △2,941 △3,311

未払金の増減額（△は減少） △157 △182

未払消費税等の増減額（△は減少） △371 △406

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,246

その他 △617 257

小計 △431 760

利息及び配当金の受取額 98 94

利息の支払額 △21 △18

法人税等の支払額 △1,823 △2,430

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,177 △1,594

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,731 △2,095

無形固定資産の取得による支出 － △4

差入保証金の差入による支出 △151 △17

差入保証金の回収による収入 55 43

預り保証金の返還による支出 △87 △56

預り保証金の受入による収入 670 32

その他 △10 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,256 △2,105

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,000 2,400

長期借入金の返済による支出 △256 △256

配当金の支払額 △879 △860

その他 △5 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 859 1,277

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,574 △2,422

現金及び現金同等物の期首残高 5,197 4,813

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,622

※
 2,390
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
 当第１四半期会計期間

（自　平成23年２月21日　至　平成23年５月20日）

会計処理基準に関する事項の変更　 （資産除去債務に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ35百万円減少しており、税引前

四半期純損失は1,282百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始

による資産除去債務の変動額は2,493百万円であります。　

  　　

【表示方法の変更】

　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

 　　 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成23年５月20日）

前事業年度末
（平成23年２月20日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、34,772百万円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、32,824百万円であり

ます。

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成22年２月21日
至　平成22年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

※　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

同左

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成22年２月21日
至　平成22年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月20日現在） （平成23年５月20日現在）

 （百万円）

現金及び預金 2,622

現金及び現金同等物 2,622

 

 （百万円）

現金及び預金 2,390

現金及び現金同等物 2,390
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（株主資本等関係）

　当第１四半期会計期間末（平成23年５月20日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23年２月21日　至　平成23

年５月20日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　26,192,409株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　41,517株　　　　　

  

３．新株予約権の四半期会計期間末残高

　　ストック・オプションとしての新株予約権　　　　　73百万円　 

  

４．配当に関する事項 

　　（１）配当金支払額
 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月12日

定時株主総会
普通株式 915 35.00平成23年２月20日平成23年５月13日利益剰余金

　 
   （２）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの

　 該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成23年２月21日　至　平成23年５月20日）

１．費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　6百万円　

　

２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

 
第４回株式報酬型

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　10名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　　18,500株

付与日 平成23年４月21日

権利確定条件 ―――

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 自　平成23年５月21日　　至　平成38年５月20日 

権利行使価格（円） 1

付与日における公正な評価単価（円） 893

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は食料品及び日用雑貨等の販売を主力としたスーパーマーケットの運営及びその付随業務の単一セグ

メントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成23年５月20日）

前事業年度末
（平成23年２月20日）

１株当たり純資産額 1,385.27円 １株当たり純資産額 1,447.58円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期会計期間末
（平成23年５月20日）

前事業年度末
（平成23年２月20日）

純資産の部の合計額（百万円） 36,299 37,913

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
73 57

（うち新株予約権） (73) (57)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
36,226 37,856

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（千株）
26,150 26,151

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期累計期間
（自　平成22年２月21日
至　平成22年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

１株当たり四半期純利益 12.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12.35円

１株当たり四半期純損失 11.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成22年２月21日
至　平成22年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 323 △288

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
323 △288

期中平均株式数（千株） 26,147 26,151

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

普通株式増加数（千株） 52 －

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年６月29日

マックスバリュ西日本株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　中山　紀昭　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　尾仲　伸之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ西日

本株式会社の平成22年２月21日から平成23年２月20日までの第29期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年２月21日か

ら平成22年５月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年２月21日から平成22年５月20日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ西日本株式会社の平成22年５月20日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化されたものであり、その原本は当社（四半　期

報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年６月28日

マックスバリュ西日本株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　中山　紀昭　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　三浦　宏和　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ西日

本株式会社の平成23年２月21日から平成24年２月20日までの第30期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年２月21日か

ら平成23年５月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年２月21日から平成23年５月20日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ西日本株式会社の平成23年５月20日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化されたものであり、その原本は当社（四半　期

報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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